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１ 事業概要 

 

重度障害者等の通勤支援や職場等における支援を実施することにより、重度障害者等の

就労機会の拡大および社会参加の促進を図ることを目的として実施します。 

 

２ 対象者 

 

下記⑴～⑶のいずれにも該当する方 

 

⑴ 練馬区に居住地を有している者であること。 

⑵ 練馬区から重度訪問介護、同行援護、行動援護（以下、「重度訪問介護等」）のいず

れかの支給決定を受けていること。 

⑶ １週間の所定労働時間が10時間以上であること。 

 

※ 民間企業に雇用されている方は、１週間の所定労働時間が10時間未満の者であって

も、当該年度末までに当該企業が１週間の所定労働時間を10時間以上に引き上げるこ

とを目指すことが支援計画書において確認できた場合は、本事業の対象となります。 

※ 自営業者等は、当該自営等に従事することにより当該自営業者等の所得の向上が見

込まれる方が対象となります。 

※ 就労継続支援Ａ型事業所や国家公務員、地方公務員、国会議員、地方議会議員等の

公務部門で雇用等されている方その他これに準ずる方は対象とはなりません。 

 

３ 支援の内容 

 

⑴ 民間企業で雇用されている方の場合 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「ＪＥＥＤ」という。）の障害

者雇用納付金制度に基づく助成金を活用してもさらに支援を必要とする場合、重度訪

問介護等と同等の支援を行います。 

支援内容 助成金の対象 本事業の対象 

通勤支援 各年度申請から３か月目まで 各年度申請から４か月目以降 

職場等における支援 

業務介助 

例：文書作成補助、入力作

業、外勤の付き添い等 

業務外の福祉的支援 

例：喀痰吸引、姿勢調整、

安全確保のための見守り 

⑵ 自営業の方の場合 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金の対象とならないため、本事業単独で通勤や

職場等において必要とされる重度訪問介護等と同等の支援を行います。 
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４ サービス提供事業者 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援

法」という。）第29条第１項の規定により、都道府県知事から重度訪問介護等を行う指定障

害福祉サービス事業者として指定を受けた事業者です。 

 

５ サービス費用と利用者負担額 

 

 ⑴ 障害福祉サービスにおける重度訪問介護等のサービス費用をもとに、本事業のサー

ビス費用を設定しています。 

利用者負担額は、原則１割です。ただし、同一の月において、利用者負担額が、障

害者総合支援法施行令第17条各号に規定する利用者負担額（下記表参照）の上限月額

を超える場合は、その超える部分については、支払を要しません。 

※ 世帯の考え方は、障害者総合支援法に準じます。 

 

⑵ 本事業において複数のサービス事業者を利用している場合の上限管理 

  利用者が、本事業において同月に複数の事業者によるサービスを利用している場合、

利用者負担額が負担上限額を超えないように、障害者総合支援法と同様に、上限管理事

業所を定め、上限管理を行います。 

⑶ 介護給付費・訓練等給付費等との上限管理 

  上記⑵の上限管理とは別に、本事業と総合支援法に基づく介護給付費および訓練等給

付費で上限管理を行います。 

  この上限管理は、サービス利用後の翌年度に行います。該当する方には案内を送付し

ますので、案内をご確認ください。 

 

６ 利用申請 

⑴ 利用希望者は、練馬区重度障害者等就労支援事業利用申請書兼利用者負担額減額・

免除等申請書（第２号様式）に、つぎの書類を添付して、区に申請してください。 

① 支援計画書（第１号様式） 

② 週間サービス計画表（第３号様式） 

③ 雇用されていることを証する書類の写し（民間企業で雇用されている方） 

 ※ 例：雇用契約書の写し 

④ 自営業者であることを証する書類の写し（自営業の方） 

※ 例：確定申告書または源泉徴収票の写し、仕事内容がわかる書類（営業許可

受給者の区分 負担上限月額 

生活保護世帯、住民税非課税世帯の方 0 円 

住民税課税世帯（所得割 16 万未満）の方 9,300 円 

上記以外の方 37,200 円 
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証、開業届等）＋収入証明（報酬の記録、通帳のコピー等）の写し） 

 

※ 支援計画書について 

民間企業に雇用されている方が利用する場合は、その勤め先の企業が主体となって

利用者と連携しながら作成することとなりますが、日頃から利用希望者へ支援を行っ

ている特定相談支援事業所や、利用開始後にサービスを提供することとなる事業者や

練馬区等（以下「関係者」という。）と必要に応じて連携・相談の上作成してくださ

い。また、作成した支援計画書をＪＥＥＤに提出し、ＪＥＥＤが確認した支援計画書

を区に提出してください。（助成金を活用しない場合は除きます。） 

自営業者等の方が利用する場合は，関係者等に相談のうえ作成してください。この

場合、ＪＥＥＤへの提出は不要ですが、作成したものを区に提出してください。 

 

７ 審査および支給の決定 

 

⑴ 利用の申請があった場合、区は利用申請書および添付書類により申請者等の状況等の

確認を行い、利用の適否、支給量を決定します。 

  なお、必要に応じて検討会を行ったうえで利用の適否、支給量を決定する場合があり

ます。 

⑵ 利用の適否の決定後、練馬区重度障害者等就労支援事業費支給決定通知書兼受給者証

（第４号様式）により、申請者宛てに通知します。 

 

※ 本事業の支給決定の有効期間は、支給決定日から当該日の属する年度の末日または

当該支給決定者の雇用契約期間の末日または重度訪問介護等の支給決定期間の末日の

いずれか近い日までです。 

支給決定期間満了後も本事業を利用する場合、支給決定期間満了日前から更新申請

を行うことができます 

 

８ 事業者・利用者間の契約 

 

  サービス利用希望者は、区から決定通知書を受領後、登録サービス提供事業者と利用契

約を締結し、その他利用に関する説明を受けてください。 

   

９ 変更申請 

 

  支給決定の有効期間中において、練馬区重度障害者等就労支援事業利用申請書（第２

号様式）により申請した内容に変更があった場合（例、支給量の変更、氏名・住所の変

更、就労状況等）、練馬区重度障害者等就労支援事業変更申請（届出）書（第６号様式）

により申請してください。 

コメントの追加 [大原 豪1]: 要綱からは、支援計画書

の定義を削除したので、手引きに練馬区を追記。 

なお、この後「必要に応じて連携・相談」と記載して

いるので、練馬区が支援計画書作成段階から関わる

か、個別の事例ごとに判断していきたいと考えていま

す。 
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10 Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ１ 「民間企業」とは具体的にどういった企業が該当するのですか。 

Ａ１ 本事業における「民間企業」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律第49条第１

項にある助成金の対象となる事業主を指し、「重度訪問介護サービス利用者等職場介助

助成金」（以下「職場介助助成金」）、「重度訪問介護サービス利用者等通勤援助助成

金」（以下「通勤援助助成金」）の支給対象となる企業です。 

 

Ｑ２ 事業の対象となる「民間企業に雇用されている方」について詳細を教えてくださ

い。 

Ａ２ 本事業の利用申請にあたっては、原則として、民間企業が職場介助助成金、通勤援

助助成金のどちらかまたは両方について、ＪＥＥＤに申請することが前提です。その

うえで、助成金を活用しても当該該当者の雇用継続に支障が残るものとして当該対象

者が勤務する民間企業および関係者による支援計画書において認められた場合に支援

対象となります。ただし、助成金の活用がなくても支援対象と認められる場合があり

ますので、そのときは区にご相談ください。 

 

Ｑ３ 「自営業者等」について詳細を教えてください。 

Ａ３ 本事業における「自営業者等」とは、民間企業で雇用される者、国家公務員等の公

務部門で雇用等される者その他これに準ずる者以外の者であって、重度訪問介護等の

サービス利用にあたって経済活動を理由に当該サービスの利用ができない時間がある

者を指します。 

例）企業等の業務の一部を請け負う自営業（専門家、講師業、芸能人、在宅就業従

事者（雇用ではない在宅ワーク）等）としての働き方、有償ボランティア、労働者協

同組合や法人の代表・役員等 

 

Ｑ４ 重度訪問介護、同行援護、訪問介護の支給要件を満たしていますが、支給決定を受

けていない場合、対象となるのでしょうか。 

Ａ４ 支給決定を受けていないと対象となりません。まずは重度訪問介護等の支給決定を

受けるために管轄の福祉事務所等にご相談ください。 

 

Ｑ５ ＪＥＥＤの障害者雇用納付金制度に基づく助成金とは具体的にどの助成金が該当す

るのでしょうか。 

Ａ５ 職場介助助成金および通勤援助助成金が該当します。 

 

Ｑ６ 民間企業に雇用されていますが、職場介助助成金および通勤援助助成金を活用して

いません。この場合でも本事業の利用は可能ですか。 

Ａ６ 本事業の利用が可能な場合がありますので、区にご相談ください。 

コメントの追加 [大原 豪2]: 質問の文末は「。」で統一 

コメントの追加 [大原 豪3]: Ａ１で正式名称と略称を

記載しているので、ここは略称で記載しています。 
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Ｑ７ １か月あたり、１日あたりの利用上限時間はありますか。 

Ａ７ 利用上限時間はありません。 

 

Ｑ８ 通勤時の支援を受ける場合、移動手段に特段の制限はあるのでしょうか。 

Ａ８ 徒歩または公共交通機関を利用しての通勤を想定していますが、他の方法による通

勤が必要な場合、お住まいの地域の福祉事務所等へお問い合わせください。 

   なお、公共交通機関には、タクシーまたは介護タクシーは含みません。 

 

Ｑ９ 通勤支援を利用中に、買い物等の寄り道は可能ですか。 

Ａ９ 可能です。なお、労災補償の対象となる移動については、本事業で支援を行い、買

い物等の日常生活用上必要な行為については、重度訪問介護等で支援を行うこととな

ります。 

 

Ｑ10 本事業を利用した場合のヘルパーの交通費は誰が負担するのですか。 

Ａ10 利用者が負担します。事業所は、利用者から請求があった際には、利用者に領収書

を発行してください。 

 

Ｑ11 職場を異動した場合や業務内容等が変更になった場合、支援計画書を作成し直し、

再度申請する必要がありますか。 

Ａ11 業務内容等が変更になり、介助内容や介助時間数が変更になる場合は支援計画書の

変更が必要となります。介護時間数が変わる場合、練馬区重度障害者等就労支援事業

支給（変更）申請書と支援計画書を提出してください。なお、支援計画のみが変更と

なる場合、支援計画書のみを提出してください。 

 

Ｑ12 障害福祉サービスと併せて介護サービスも利用しています。本事業を利用するにあ

たり支援計画書をケアマネージャーが作成しても問題ないでしょうか。 

Ａ12 ケアマネージャーが作成しても問題ありません。 

 

Ｑ13 民間企業に雇用されている場合、自営業等の場合ともに支援計画書を特定相談支援

事業所等の関係者等と相談の上作成することになっていますが、契約している特定相

談支援事業所が無い場合（セルフプランの場合）はどうしたらよいでしょうか。 

Ａ13 ご自身で作成して提出していただくことも可能ですが、基幹相談支援事業所に相談

し作成していただくことを推奨します。 

 

 

 

 

 

コメントの追加 [大原 豪4]: 関係者に特定相談支援事

業所も含まれますが、わかりやすくするためにあえ

て、記載しました。 
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12 問合せ先 

⑴ 支給決定に関すること 

身体障害・知的障害のある方、難病の方 各総合福祉事務所 

   精神障害の方             各保健相談所 

   ※ 利用者のお住まいの地域で担当の係が分かれます。 

 

   ＜総合福祉事務所＞ 

 

① 練馬総合福祉事務所 障害者支援係      

練馬区豊玉北６－12－１ 練馬区役所西庁舎（２階）  

    電 話 （５９８４）４６０９ 障害者支援係 

    ＦＡＸ  （５９８４）１２１３ 

    担 当 〒１７６にお住まいの方 

 

② 光が丘総合福祉事務所  障害者支援係      

練馬区光が丘２－９－６ 光が丘区民センター（２階）  

    電 話 （５９９７）７７９６ 障害者支援係 

    ＦＡＸ  （５９９７）９７０１ 

担 当 〒１７９にお住まいの方 

     

③ 石神井総合福祉事務所  障害者支援係 

    練馬区石神井町３－30－26 石神井庁舎（４階）  

    電 話 （５３９３）２８１６ 障害者支援係 

    ＦＡＸ （３９９５）１１３７ 

    担 当 〒１７７にお住まいの方 

 

④ 大泉総合福祉事務所  障害者支援係 

    練馬区東大泉１－29－１ ゆめりあ１（４階）  

    電 話 （５９０５）５２７２ 障害者支援係 

    ＦＡＸ （５９０５）５２７７ 

    担 当 〒１７８にお住まいの方 
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＜保健相談所＞ 

 

① 豊玉保健相談所 

   練馬区豊玉北５－15－19  

   電 話 （３９９２）１１８８ 

   ＦＡＸ （３９９２）１１８７ 

   担 当  旭丘、向山、小竹町、栄町、桜台、豊玉上、豊玉北、 

豊玉中、豊玉南、中村、中村北、中村南、貫井、練馬、 

羽沢にお住まいの方 

 

② 北保健相談所 

   練馬区北町６－35－７ 

   電 話 （３９３１）１３４７ 

   ＦＡＸ （３９３１）０８５１ 

   担 当  春日町１・２・４丁目、北町、田柄１・２丁目、錦、 

早宮、氷川台、平和台にお住まいの方 

 

③ 光が丘保健相談所 

   練馬区光が丘２－９－６  光が丘区民センター内 

   電 話 （５９９７）７７２２ 

   ＦＡＸ （５９９７）７７１９ 

   担 当  旭町、春日町３・５・６丁目、田柄３・４・５丁目、 

高松、土支田、光が丘にお住まいの方 

 

④ 石神井保健相談所 

   練馬区石神井町７－３－28 

   電 話 （３９９６）０６３４ 

   ＦＡＸ （３９９６）０５９０ 

   担 当  大泉町２丁目、下石神井、石神井台１～３・５・６丁目、石神井町、 

高野台、東大泉、富士見台、南大泉、南田中、三原台、谷原 

にお住まいの方 

  

⑤ 大泉保健相談所 

   練馬区大泉学園町５－８－８ 

   電 話 （３９２１）０２１７ 

   ＦＡＸ （３９２１）０１０６ 

   担 当  大泉学園町、大泉町１・３～６丁目、西大泉、西大泉町にお住まいの方 
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⑥ 関保健相談所 

   練馬区関町東１－27－４ 

   電 話 （３９２９）５３８１ 

   ＦＡＸ  （３９２９）０７８７ 

   担 当  上石神井、上石神井南町、石神井台４・７・８丁目、関町北、関町東、 

関町南、立野町にお住まいの方 

 

⑵ 給付費の請求に関すること 

 

障害者サービス調整担当課 障害者給付係 

  練馬区豊玉北６－12－１ 練馬区役所西庁舎（１階）  

  電 話 （５９８４）１０２１ 

ＦＡＸ  （５９８４）１２１５ 


